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平成 １８年３月期    決算短信（非連結） 平成１８年 ５月１９日 

会 社 名  株式会社ワットマン          上場取引所     ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号  ９９２７               本社所在都道府県  神奈川県 

（ＵＲＬ http://www.wattmann.co.jp ） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役社長 
        氏    名  清 水 一 郷 
問い合わせ先  責任者役職名  取締役経理管掌 

        氏    名  田 中 和 雄    ＴＥＬ（０４５）９５９－１１００ 

決算取締役会開催日  平成１８年 ５月１９日      中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日  平成１８年 ６月２９日      単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株） 
 
１．１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
(1) 経営成績                  (注)記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円   ％ 
2,041 （ △74.7） 
8,062 （ △73.8） 

百万円   ％ 
△ 96 （  － ） 

△ 1,266 （  － ） 

百万円   ％ 
△ 148 （ －  ） 
△ 1,354 （ －  ） 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり当
期純利益 

株主資本 
当期純利益
率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円   ％ 
△ 272 （ － ） 
△ 2,844 （  － ） 

円  銭 
△ 24  86  
△ 270  72  

円  銭 
－  －  
－  －  

％ 
△ 15.7  
△ 151.6  

％ 
 △ 3.0  
△ 22.4  

％ 
△ 7.3  
△ 16.8  

(注)① 持分法投資損益           18年 3月期    － 百万円      17年 3月期     － 百万円 
② 期中平均株式数           18年 3月期  10,942,785株       17年 3月期    10,508,646株 
③ 会計処理の方法の変更   有 
④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

１株当たり配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（年 間） 配当性向 株主資本 

配 当 率 
 
18年 3月期 
17年 3月期 

円  銭 
－      －   
－      －   

円  銭 
－      －   
－      －   

円  銭 
－       －  
－       －  

百万円 
－  
－  

％ 
―  
―  

％ 
―  
―  

 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円 
3,905   
6,048   

百万円 
1,599   
1,876   

％ 
40.9    
31.0    

円   銭 
146    15    
171    46    

(注)① 期末発行済株式数          18年 3月期  10,942,185株       17年 3月期   10,942,985株 
② 期末自己株式数           18年 3月期    426,356株       17年 3月期     425,556株 

(4) キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円 
  △ 76    
△ 5    

百万円 
507    
1,119    

百万円 
△ 1,432    
△ 991    

百万円 
444    
1,445    

 
２．１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中間期 
通 期 

百万円 
980   
1,970   

百万円 
18 

   47 

百万円 
13 

   37 

円  銭 
0  00 
0  00 

円  銭 
0  00 
0  00 

円  銭 
0  00 
0  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   3円 38 銭 

※上記に記載した予想当期数値は、本資料の発表現在における将来の経済環境予想等の前提に基いて作成した

ものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況 

 

（１）企業集団等の概況  

 当企業集団が営んでいる事業内容と当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

 

 株式会社ワットマン（当社）はリユース商品を中心に販売しており、子会社である株式会社シャイネックス

は、新規事業の拡充を目的に設立しておりましたが、当期において解散しております。 

 

（２）企業集団の状況  

 該当する事項はありません。 

 

 

２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

 当社は、リユース事業へ業態転換し、当期を事業安定期と位置づけております。当社の基本方針であった「お

客様第一主義の実践を通じて社会貢献を果たす」をさらに深く広げ、「エコロジーの時代、リユース・リサイク

ルを通して社会のお役に立ちたい」を新たな基本理念として「環境と調和した企業活動」と「環境型経済社会

への貢献」を果たしてまいります。 
 経営に際しては堅実経営を基本に地域に密着した店舗展開とお客様への充実したサービスの提供を実践し、

企業活動に取り組んでおります。 
 

（２）利益配分に関する基本方針 

 当社は、長期的視野に立って将来の事業展開に備え、内部留保の充実及び企業体質の強化を図るとともに、

安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本方針としております。 

  内部留保資金につきましては、当社を取り巻く経営環境の変化への対応や事業基盤拡充のための設備投資資

金として有効に活用してまいります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 当社は、投資家の株式市場への参加を促進し、株式流動性の向上を図るために投資単位の引下げを重要課題

として認識しております。しかしながら、期末時点での当社株式の投資単位は引下げの目安とされる「５０万

円以上」を下回る水準ですので、現時点での投資単位の引下げにつきましては、特段の措置を講じる必要は無

いものと判断しております。当社の株価が長期的、継続的に現在の水準を大幅に上回って推移する状態になっ

た場合に改めて検討したいと考えております。 

 

（４）目標とする経営指標 

 当社は、ＲＯＡ（総資産経常利益率）を重視しております。ＲＯＡが５％以上となるよう、経常利益率と総

資産回転率の向上を目指してまいります。 

 

（５）中長期的な経営戦略 

 当社は、３ヵ年の「中期経営改革計画」を鋭意推進中であります。平成１７年３月期を「事業転換期」、平成

１８年３月期を「事業安定期」、平成１９年３月期を「事業拡大期」と位置づけております。 

 前期においてリユース事業への業態転換を完了させ、当期はリユース事業の精度を高め、安定した収益確保

に全力を投入し、Ｖ字回復に尽力してまいりました。平成１９年３月期は、さらに人材育成強化・精度向上に

努め、業容拡大を目指してまいります。 

 

（６）会社の対処すべき課題 

 当社は利益体質企業への転換を実現するために全従業員の「買い取り」「生産」「販売」オペレーション技術

を向上させ、引続き人材育成を集中的に実施してまいります。また、デジタル商品やブランド商品の中古市場

の買取相場を意識して「買い取り」業務に努め、店頭在庫の質の向上および「買い取り」リピーターの増大を

図ってまいります。さらに、人的生産性の向上によるローコスト経営を目指し、資産効率改善による経営体質

の強化を推し進め、業績向上に邁進してまいります。 
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（７）親会社に関する事項 

当社は親会社等を有していないため、当項目に記載すべき事項はありません。 

 

（８）内部管理体制の整備・運用状況 

平成１８年５月に開示する予定のコーポレートガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基

本的な考え方及びその整備状況」に記載される事項と内容が重複しますので、記載を省略いたします。 

 

（９）その他、会社の経営上の重要な事項 

該当事項はありません 
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３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

当期におけるわが国経済は、原油価格の高騰等不安材料はあったものの、企業収益の改善を背景とした設備

投資の増加や株価の回復、個人消費の持ち直し、雇用情勢にも明るさが見え始めるなど、景気は緩やかな回復

基調を維持してまいりました。 

リユース・リサイクル業界においても着実に市場が拡大してまいりましたが、第４四半期に入り、「電気用品

安全法」によるテレビなど電気製品に安全確認済の「ＰＳＥマーク」が表示されていない商品の販売禁止措置

が平成１８年４月１日から実施されることが周知され、リサイクル団体や音楽家を中心に同法の適用撤廃を求

めてまいりました。しかし、法律の改正はないものの、経済産業省は当面の間、例外的措置を適用することを

認めております。 

このような状況のもと当社といたしましては、利益体質企業への転換を実現するために良質商品を調達する

ため、中古市場の買取相場を意識して「買い取り」仕入業務に努め、買い取り客数の増加と店頭在庫商品の質

の向上を図ってまいりました。また、ソフト売場の充実や商品の鮮度向上、適切な価格設定により販売客数と

粗利の確保に努め、さらに、全従業員の「買い取り」「生産」「販売」オペレーション技術を向上させ人的生産

性の向上を図ってまいりました。 
唯一、神奈川県以外の店舗である埼玉東松山店（ハードオフ・オフハウス・ホビーオフ）を平成１７年１１

月に株式会社ハードオフコーポレーションに経営を移管し業務効率の向上を図りました。また、収益性の低い

横浜片倉店（ハードオフ・オフハウス）を平成１８年３月をもって閉鎖し、次期以降の収益効率の改善に努め

ております。 
 これらの結果、当期の売上高は２０億４１百万円（前期比２５.３％）となりました。経常損失は１億４８百

万円（前期比１１.０％）となり大幅な改善となりました。また、業態転換で撤退した川崎野川店の預託保証金

返還訴訟の和解による未回収金や上記２店舗の移管および閉鎖に伴う償却資産等廃棄損などを特別損失に計上

したため当期純損失は２億７２百万円（前期比９.６％）となりました。 
 

（２）財政状態 

①資産、負債及び資本の状況 

（イ）資産 

  当期末の総資産は３９億５百万円となり、前事業年度末に比べ２１億４２百万円の減少となりました。これ

は主に、現金及び預金が１０億円及び１年内償還長期預け金が５億５３百万円減少したこと等によります。 

（ロ）負債 

   当期末の負債合計は２３億６百万円となり、前事業年度末に比べ１８億６５百万円の減少となりました。こ

れは主に、借入金を返済したことにより、一年内返済予定の長期借入金が９億４１百万円、長期借入金が３億

３３百万円それぞれ減少したこと等によります。 

（ハ）資本 

 当期末の資本合計は１５億９９百万円、株主資本比率は４０.９％、１株当たり株主資本は１４６円１５銭

となりました。 

 

②キャッシュフローの状況 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より１０億円減少し、４億４４

百万円となりました 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、使用した資金は７６百万円（前年同期は、５百万円）となりました。これは主に、税引前

当期純損失が２億５５百万円及び未払費用の減少額が１億４２百万円あったことなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は５億７百万円（前年同期は、１１億１９百万円）となりました。これは主

に、投資有価証券の売却による収入が２億３１百万円及び敷金及び保証金等の償還による収入が１億８７百万

円あったことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は１４億３２百万円（前年同期は、９億９１百万円）となりました。これは

主に、長期借入金の返済１３億７４百万円あったことなどによるものであります。 
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当社のキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりであります。 

 

 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

自己資本比率(%) 32.1% 36.4% 40.4% 31.0% 40.9% 

時価ベースの自己資

本比率(%) 

 

7.6% 

 

8.3% 

 

10.4% 

 

25.0% 

 

42.9% 

債務償還年数(%) 9.6 -3.2 3.8 -571.5 -21.1 

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 

 

4.2 

 

-16.8 

 

10.7 

 

-0.1 

 

-1.3 

自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

債務償還年数：有利子負債/営業キャッシュフロー 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュフロー/利払い 

（注）１．各指標は、財務数値により算出しております。 

   ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。 

 

（３）事業等のリスク 

 当決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には以下のようなものがあります。 

 ①特有の法的規制に係るもの 

  当社の事業の中心となるリユース事業は、古物営業法の規制の対象となっており、店舗の所在地を管轄す

る都道府県公安委員会の許可等の対象となっております。古物営業法または古物営業に関する他の法令に抵

触するような事由が発生し、営業の停止及び許可の取消しが行われた場合には、当社の事業活動に重要な影

響を及ぼす可能性があります。 

 ②特定の製品、技術等で将来が不明確であるものへの高い依存度に係るもの 

  当社の事業の中心となるリユース事業は、主に株式会社ハードオフコーポレーションとのフランチャイズ

契約によるものであり、出店等については同社の承認が必要となっております。 

 ③借入金の条件悪化に係るもの 

  事業構造を転換し、当社業績が想定している水準に達しない場合、金融機関からの借入条件が悪化するこ

とが予想され、損益に重要な影響を及ぼす可能性があります。また、当社が借入れているシンジケートロー

ン契約には財務制限条項があります。 

 

２ 通期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、リユース・リサイクルについて社会的認知の広まりや、消費者の意識も大き

く変化してきており、リユース市場は急速に拡大しております。 

当社といたしましては、リユース事業の精度向上を図り、キャッシュ・フロー重視の営業活動を推進し、財

務体質の強化と高利益体質への転換を図ってまいります。 

その結果、今期の業績予想につきましては、売上高１９億７０百万円、経常利益４７百万円、当期純利益３

７百万円となる見通しであります。 
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４．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

  前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

 １ 現金及び預金 

 ２ 売掛金      

 ３ 商品 

 ４ 前渡金 

 ５ 前払費用 

 ６ 未収入金 

７ １年内償還長期預け金 

 ８ 未収消費税等 

９ その他 

 

 

 

※１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,445,432 

8,756 

475,183 

308 

93,562 

26,363 

653,034 

118,433 

2,446 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

444,578 

11,840 

350,313 

471 

75,022 

225,400 

99,324 

62,143 

1,133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 流動資産合計 

Ⅱ 固定資産 

(1)有形固定資産 

 １ 建物 

   減価償却累計額 

 

 

 

※１ 

 

 

 

1,034,395 

445,039 

2,823,522 

 

 

 

589,355 

46.7  

 

 

927,494 

484,777 

1,270,228 

 

 

 

442,717 

32.5 

 ２ 構築物 

   減価償却累計額 

 67,323 

33,325 

 

33,997 

 63,647 

38,589 

 

25,057 

 

 ３ 車両運搬具 

   減価償却累計額 

 5,202 

4,942 

 

260 

 5,202 

4,942 

 

260 

 

 ４ 器具及び備品 

   減価償却累計額 

 64,827 

33,790 

 

31,036 

 59,542 

37,399 

 

22,143 

 

 ５ 土地 ※１･２  583,125   583,125  

  有形固定資産合計 

(2)無形固定資産 

 １ ソフトウェア 

 ２ 電話加入権 

  1,237,775 

 

9,740 

6,394 

20.4 

 

 

 

 

 

1,073,304 

 

4,689 

4,504 

27.5 

 

 

 

  無形固定資産合計 

(3)投資その他の資産 

 １ 投資有価証券 

 ２ 関係会社株式 

 ３ 出資金 

 ４ 従業員長期貸付金 

 ５ 長期前払費用 

６ 敷金及び保証金 

 ７ その他 

 

 

※１ 

 

 

 

 

 

 16,134 

 

484,475 

10,000 

100 

21,702 

223,677 

1,229,635 

1,033 

0.3  9,194 

 

403,633 

― 

100 

5,303 

155,003 

988,163 

1,047 

0.2 

 投資その他の資産合計   1,970,624 32.6  1,553,250 39.8 

固定資産合計   3,224,535 53.3  2,635,749 67.5 

資産合計   6,048,057 100.0  3,905,978 100.0 

        

（注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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  前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部） 
Ⅰ 流動負債 
 １ 買掛金 
 ２ 短期借入金 

 ３ 一年以内返済予定
の長期借入金 

 ４ 未払金 
 ５ 未払費用 
６ 未払法人税等 
 ７ 前受金 
 ８ 預り金 
９ 賞与引当金 
10 その他 

 

 

 

 

※６ 

 
 
 
 

 
 

15,369 
558,000 

1,374,351 
 

64,448 
299,441 
17,450 
43,256 
31,386 
8,000 
― 

％  
 
 
 

 
 

16,212 
428,000 

433,073 
 

32,739 
194,172 
9,864 
37,754 
9,014 
1,000 
1,729 

％ 

流動負債合計 
Ⅱ 固定負債 
 １ 長期借入金 

 ２ 繰延税金負債 
 ３ 役員退職金引当金 
 ４ 長期未払金 
 ５ 預り保証金 
  ６ その他 

 

 

※６ 

 
 
 

 

2,411,704 
 

1,068,858 

109,746 
169,159 
14,741 
397,573 

― 

39.9  
 
 

1,163,560 
 

735,785 

116,230 
― 
― 

263,448 
27,743 

29.8 

 固定負債合計   1,760,080 29.1  1,143,207 29.3 

負債合計 
 
（資本の部） 

Ⅰ 資本金 
Ⅱ 資本剰余金 

 １ 資本準備金 

 

 

 

※３ 

 
 
 
 
 

2,293,711 

4,171,784 
 
 

1,940,898 

69.0 
 
 

32.1 

 
 
 
 
 

512,865 

2,306,767 
 
 

1,940,898 

59.1 
 
 

49.7 

 資本剰余金合計 
Ⅲ 利益剰余金 
１ 利益準備金 
２ 任意積立金 
３ 当期未処理損失 

  
 

114,148 
800,000 
2,694,995 

2,293,711 
 
37.9  

 
― 
― 

272,029 

512,865 
 
13.1 

  利益剰余金合計 
Ⅳ 土地再評価差額金 
Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

Ⅵ 自己株式 

 

※２ 

 

 

※４ 

 △1,780,846 
△681,387 
160,565 

 
△56,668 

△29.4 

△11.3 

2.6 
 

△0.9 

 △272,029 
△681,387 
155,666 

 
△56,801 

△7.0 

△17.4 

4.0 
 

△1.5 

資本合計   1,876,272 31.0  1,599,210 40.9 

負債資本合計   6,048,057 100.0  3,905,978 100.0 

        

 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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（２）損益計算書 
  前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 
Ⅰ 売上高 
Ⅱ 売上原価 
 １ 商品期首たな卸高 
２ 当期商品仕入高 

  
 

3,720,602 
3,329,833 

8,062,001 100.0 
 
 

 
 

475,183 
665,689 

2,041,918 100.0 
 
 

合計 
３ 他勘定振替高 
４ 商品期末たな卸高 

 

※１ 

7,050,436 
410,418 
475,183 

 
 

6,164,834 

 
 

76.5 

1,140,872 
84,131 
350,313 

 
 

706,427 

 
 

34.6 
売上総利益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  
 １ 広告宣伝費 
 ２ 配送費 
 ３ 役員報酬 
 ４ 給料手当 
 ５ 賞与引当金繰入額 
 ６ 退職給付費用 
 ７ 役員退職金引当金 

繰入額 
 ８ 減価償却費 
 ９ 賃借料 
 10 その他 

  
 

169,866 
212,992 
25,873 
947,550 
8,000 
9,553 
528 
 

97,457 
805,668 
886,639 

1,897,166 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3,164,130 

23.5 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

39.2 

 
 

20,596 
― 

18,286 
492,788 
1,000 
― 
170 
 

73,809 
411,922 
413,740 

1,335,490 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,432,313 

65.4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

70.1 
   営業損失 
Ⅳ 営業外収益 
 １ 受取利息 
 ２ 受取配当金 
 ３ 受取手数料 
 ４ 雑収入 

  
 

19,587 
5,963 
16,190 
14,154 

1,266,963 
 
 
 
 

55,896 

△15.7 
 
 
 
 

0.7 

 
 

12,528 
5,217 
7,468 
10,950 

96,822 
 
 
 
 

36,165 

△4.7 
 
 
 
 

1.8 
Ⅴ 営業外費用 
 １ 支払利息 
 ２ 新株発行費 
 ３ 雑損失 

 

 

 

 

 
85,270 
9,809 
47,899 

 
 
 

142,980 

 
 
 

1.8 

 
55,006 
― 

32,834 

 
 
 

87,840 

 
 
 

4.3 
経常損失   1,354,047 △16.8  148,498 △7.2 

Ⅵ 特別利益 
 １ 投資有価証券売却益 
 ２ 退職給付引当金戻入益 
 ３ 役員退職金引当金戻入

益 

  
135,896 
24,460 

 
― 

 
 
 
 

160,356 

 
 
 
 

2.0 

 
158,650 

― 
 

168,685 

 
 
 
 

327,335 

 
 
 
 

16.0 
Ⅶ 特別損失 
 １ 固定資産除却損 
 ２ 事業改革損失 
 ３ 固定資産売却損 
  ４ 減損損失 
 ５ 店舗譲渡損 
 ６ 投資有価証券売却損 
 ７ 解約損失金 
 ８ 家電保証費用 

  

※２ 

※４ 

※３ 

※５ 

 
1,311 

1,627,749 
― 
― 
― 

5,600 
 8,516 

― 

 
 
 
 
 
 
 
 

1,643,177 

 
 
 
 
 
 
 
 

20.4 

 
31,461 
― 

6,154 
84,301 
12,163 
― 

225,853 
 74,900 

 
 
 
 
 
 
 
 

434,834 

 
 
 
 
 
 
 
 

21.3 
税引前当期純損失 
法人税、住民税 
及び事業税 
法人税等調整額 

  
8,000 

 
― 

2,836,868 
 
 

8,000 

△35.2 
 
 

0.1 

 
6,200 

 
9,832 

255,996 
 
 

16,032 

△12.5 
 
 

0.8 
当期純損失 
前期繰越利益 

  2,844,868 
149,873 

△35.3  272,029 
― 

△13.3 

当期未処理損失   2,694,995   272,029  

        
（注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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（３）キャッシュ･フロー計算書 
  前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー 

    税引前当期純損失 
   減価償却費 
    長期前払費用償却額 
    減損損失 
    賞与引当金の減少額 

役員退職金引当金の増加額（△減少額） 

    受取利息及び受取配当金 
    支払利息 
    支払手数料 
   新株発行費 
     有形固定資産除却損 
     有形固定資産売却損 

    投資有価証券売却益 
     投資有価証券売却損 
     退職給付引当金戻入益 
     役員退職金引当金戻入益 
   事業改革損失 

解約損失金 

     家電保証費用 
     店舗譲渡損 
    売上債権の減少額（△増加額） 
    たな卸資産の減少額 
    その他資産の減少額 
    仕入債務の増加額（△減少額） 

    未払費用の減少額 
    未払消費税等の増加額（△減少額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△2,836,868 
97,457 
26,147 
― 

△32,500 
528 

△25,551 
85,270 
3,679 
9,809 
1,311 
― 

△135,896 
                  5,600 

△24,460 
 ― 

629,011 
  3,266 

― 
― 

311,758 
3,245,418 
85,498 

△881,765 

△227,447 
△259,655 

 

△255,996 
73,809 
28,775 
84,301 
△7,000 
△474 

△17,746 
55,006 
7,330 
― 

25,076 
6,154 

△158,650 
― 
― 

△168,685 
―          

225,853 

74,900 
12,163 
△3,084 
86,539 
12,510 
709 

△142,112 
56,289 

   小計 
    利息及び配当金の受取額 
    利息の支払額 

     手数料の支払額 
    法人税等の支払額 

 80,612 
7,690 

△82,710 

△3,852 
△7,065 

△4,340 
5,778 

△56,577 

△7,435 
△13,702 

営業活動によるキャッシュ･フロー 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー 
 投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 

有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却収入 
敷金及び保証金等による支出 
敷金及び保証金等の償還による収入 
店舗売却による収入 
その他 

 △5,326 
 

△6,597 
268,560 

△321,321 
190,521 
△146,113 
1,127,971 

― 
6,470 

△76,276 
 
― 

231,244 

△3,647 
1,224 

△27,883 
187,153 
92,889 
26,877 

投資活動によるキャッシュ･フロー  1,119,492 507,859 
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  前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー 

  短期借入金の純増減額 
 長期借入れによる収入 
 長期借入金の返済による支出 
 株式の発行による収入 
 自己株式の取得による支出 
 その他の支出 

 配当金の支払額 

 

 

 

 

 

 

※２ 

 

△258,555 
600,000 

△1,537,491 
340,064 
△340 

△118,587 

△16,667 

 

△130,000 
100,000 

△1,374,352 
― 

△ 133 
△27,952 

― 

 財務活動によるキャッシュ･フロー  △991,578 △1,432,437 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  122,588 △1,000,854 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  1,322,844 1,445,432 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 1,445,432 444,578 
    
 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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（４）損失処理案 

損失処理案 

  前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失 

Ⅱ 任意積立金取崩額 

 １ 別途積立金取崩額 

 ２ 利益準備金取崩額 

 ３ 資本準備金取崩額 

  

 

800,000 

114,148 

1,780,846 

2,694,995 

 

 

 

2,694,995 

 

 

― 

― 

272,029 

272,029 

 

 

 

272,029 

Ⅲ 次期繰越利益   ―  ― 
      
 

 

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――――――  当社は前々事業年度以降、継続して営業損失を計

上しております。当該状況により、当社には継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

しかし、前々事業年度及び前事業年度の大幅な

営業損失は、競争激化等により赤字体質となった

家電事業からの完全撤退を行い、リユース事業へ

の業態転換を前事業年度までに行ったためのも

のであります。当事業年度はリユース事業を

黒字基調に乗せるには至らず、営業損失を計

上しております。 

当該状況を解消し、リユース事業を黒字体

質化するため当社は、①良質商品を調達する

商品政策の徹底による販売客数と販売金額

の増加、②査定マニュアルの作成、充実など

買い取り仕入技術の向上と適切な価格設定

による粗利の確保、③買い取り・生産・販売

オペレーションの向上など人的生産性によ

るローコスト経営等を骨子とした経営計画

を策定し業務改善に着手しております。これ

らの業務改善により粗利額の上昇とコスト

の削減を推進し、確実に利益計上できる強い

経営体質を実現する所存であります。 
以上の結果、継続企業の前提に関する疑義は存
在するものの、上記のとおり疑義の解消は十分可
能と考えており、財務諸表は継続企業を前提とし
て作成されております。 
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 重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及
び評価方法 

(1) 子会社株式 
  移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 
 時価のあるもの 
  決算期末日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算出） 

 時価のないもの 
  移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 
同左 

(2)その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 時価のないもの 

同左 
２ たな卸資産の評価基準
及び評価方法 

(1)商 品 
リユース（ハードオフ事業）及びリ
ペア……売価還元法による原価法 
リユース（ブックオフ事業） 
   ……総平均法による原価法 

(1)商 品 
リユース（ハードオフ事業） 
……売価還元法による原価法 

リユース（ブックオフ事業） 
   ……総平均法による原価法 

３ 固定資産の減価償却の
方法 

(1) 有形固定資産 
  定率法（ただし、平成１０年４月
１日以降取得した建物（付属設備を
除く）については定額法） 
  なお、耐用年数及び残存価額につ
いては、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。 
(2) 無形固定資産 
  ソフトウェアについては社内に
おける利用可能期間(5年)に基づく
定額法 
(3) 長期前払費用 
  定額法 

(1) 有形固定資産 
同左 

 
 
 
 
 
(2) 無形固定資産 

同左 
 
 
(3) 長期前払費用 

同左 
４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  支払時に全額費用処理しており
ます。 

―――――― 

５ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支払いに備える
ため、賞与支給見込額の当事業年度
負担額を計上しております。 
(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 （会計方針の変更） 

  退職給付引当金は従来、原則法に
よる計算式によって算定した退職
給付債務に基づいて計上しており
ましたが、当期から簡便法による計
算式によって算定した退職給付債
務に基づいて計上する方法に変更
しました。 
  これは、業態転換により、従業員
が著しく減少し、今後高い信頼性を
もって数理計算上の見積りを行う
ことが困難となったために変更し
たものであります。この変更によ
り、販売費及び一般管理費、営業損
失並びに経常損失が2,147千円減
少、特別利益が24,460千円増加し、
税引前当期純損失は26,607千円減

(1) 賞与引当金 
同左 

 
 
(2) 退職給付引当金 

同左 
 
 
 
 
               ― 
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少しております。 
  また、業態転換による従業員の退
職は当下期まで発生したため、当変
更は下期に行っており、当中間会計
期間は従来の方法によっておりま
す。従って、当中間会計期間は、当
事業年度と同様の方法によった場
合に比べ、販売費及び一般管理費、
営業損失並びに経常損失が4,701千
円多く、特別利益が19,759千円少
なく計上され、税引前中間純損失が
24,460千円少なく計上されており
ます。 
(4) 役員退職金引当金 
  役員に対する退職金の支給に備
えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 役員退職金引当金 
役員に対する退職金の支給に備         
えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 
なお、平成１８年３月の取締役会
決議にて役員退職慰労金制度を廃
止しております。廃止に伴い役員退
職金引当金戻入益168,685千円を特
別利益に計上しております。 

６ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
  金利スワップ取引及び金利キャ
ップ取引については、すべて金利ス
ワップの特例処理の要件を満たし
ているため、当該特例処理を適用し
ております。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段・・金利スワップ取引

及び金利キャッ
プ取引 

  ヘッジ対象・・借入金利 
(3) ヘッジ方針 
  内部規程に基づき、借入金利等の
将来の金利市場における利率上昇
による変動リスクを回避する目的
で利用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
金利スワップ取引については、金
利スワップの特例処理の要件を満
たしているため、当該特例処理を適
用しております。 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段・・金利スワップ取引 
 
 
  ヘッジ対象・・借入金利 
(3) ヘッジ方針 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、
手元現金、随時引出し可能な預金及
び容易に換算可能であり、かつ価値
の変動については僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期投資か
らなっております。 

同左 

９ その他財務諸表（財務諸
表）作成のための基本とな
る重要な事項 

(1) 消費税等に関する会計処理 
  税抜方式を採用しております。 

(1) 消費税等に関する会計処理 
同左 
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会計処理の変更 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― 固定資産の減損に係る会計基準 
当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９
日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月
31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して
おります。 
これにより、税引前当期純損失が 84,301千円
増加しております。 
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注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※１  担保提供資産 
    担保に供されている資産 

売掛金                1,273千円 
     建物                       223,624千円 
     土地                       583,125千円 
     投資有価証券                274,785千円 
              合計     1,082,808千円 

対応する債務    短期借入金    75,670千円 
長期借入金   745,160千円 
（１年内返済予定分含む）    
合計     820,830千円 

※２  「土地の再評価に関する法律」（平成 10年３月
31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31
日改正）に基づき事業用の土地の再評価を行い、当
該評価差額を土地再評価差額金として資本の部に
計上しております。 

    再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律施行令（平成 10

年３月31日公布政令第119号）第２条第３号
に定める固定資産税評価額に基づいて算出し
ております。 

    再評価を行った年月日  平成14年３月31日 
        再評価前の帳簿価額     1,264,513千円 
    再評価後の帳簿価額      583,125千円 
     なお、当該事業用土地の平成17年３月31日

における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額
の合計額を110,297千円下回っております。 

※３ 会社が発行する株式の総数 
            普通株式  24,000,000株 
   発行済株式総数  普通株式  11,368,541株 
※４ 自己株式 
    当社が保有する自己株式の数は、普通株式

425,556株であります。 
 ５ 運転資金の効率的な調達を行うために取引金融

機関4社と当座貸越契約を締結しております。こ
れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

    当座貸越極度        2,100,000千円 
    借入実行残高          358,000千円 
    差引額           1,742,000千円 
 
 
 
※６       ――――――― 

※１  担保提供資産 
    担保に供されている資産 

売掛金                1,965千円 
     建物                       203,814千円 
     土地                       583,125千円 
     投資有価証券                338,493千円 
              合計     1,127,398千円 

対応する債務    短期借入金    58,000千円 
長期借入金   384,648千円 
（１年内返済予定分含む）    
合計     442,648千円 

※２  「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月
31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月
31日改正）に基づき事業用の土地の再評価を行
い、当該評価差額を土地再評価差額金として資本
の部に計上しております。 

    再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律施行令（平成 10

年３月31日公布政令第119号）第２条第３号
に定める固定資産税評価額に基づいて算出し
ております。 

    再評価を行った年月日  平成14年３月31日 
        再評価前の帳簿価額     1,264,513千円 
    再評価後の帳簿価額      583,125千円 
     なお、当該事業用土地の平成18年３月31日

における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額
の合計額167,968千円下回っております。 

※３ 会社が発行する株式の総数 
            普通株式  24,000,000株 
   発行済株式総数  普通株式  11,368,541株 
※４ 自己株式 
    当社が保有する自己株式の数は、普通株式

426,356株であります。 
 ５ 運転資金の効率的な調達を行うために取引金融

機関３社と当座貸越契約を締結しております。こ
れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

    当座貸越極度          1,900,000千円 
    借入実行残高          158,000千円 
    差引額           1,742,000千円 
 なお、当該当座貸越契約は、平成18年４月に更
新しており、当座貸越極度額は500,000千円とな
っております。 

※６ 当社が平成１5年９月22日に締結したシンジケー
トローン契約には、下記の財務制限条項が付され
ております。 
① 貸借対照表の資本の部の金額を平成15年３月
決算期末日における貸借対照表の資本の部の金額
の８０％以上に維持すること。 
② 損益計算書上の当期損益につき、２期連続して
損失を計上しないこと。 
なお、業態転換に伴う一時的な損失処理によりシ
ンジケートローンの財務制限条項に抵触してお
りますが、多数貸付人より一定の理解を得てお
り、期限の利益喪失請求の猶予を得ております。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の主な内訳 

    販売費及び一般管理費（その他） 88,439千円 

        特別損失（事業改革損失）   298,475千円 

 

※２ 固定資産除却損の内訳 

    建物                     1,311千円 

     

 

 

 

 

 

※３ ―――――――― 

       

 

 

 

※４ 事業改革損失の内訳 

   リース解約損          214,674千円 

   家電商品廃棄損                  194,246千円 

   家電店舗解約損                  201,756千円 

   固定資産除却損                  197,360千円 

   （内訳）建物                    103,645千円 

          その他                   93,715千円 

   店舗解約損等                    187,975千円 

   長期保証費用                    179,000千円 

   その他                          452,735千円 

   計                            1,627,749千円 

※５ ―――――――― 

 

 

 

 

 

※１ 他勘定振替高の主な内訳 

    営業外費用（雑損失）      45,815千円 

        特別損失（店舗譲渡損）     38,316千円 

 

※２ 固定資産除却損の内訳 

       建物                    19,026千円 

    器具及び備品                173千円 

        ソフトウエア                      500千円 

    電話加入権            218千円 

    長期前払費用          5,333千円 

        その他（撤去費用等）       6,210千円 

        計                31,461千円 

※３ 固定資産売却損の内訳 

       電話加入権            230千円 

    その他             5,924千円 

        計                   6,154千円 

 

※４ ―――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５ 減損損失の内訳 

    建物                    41,486千円 

        構築物             3,967千円 

    器具及び備品                434千円 

        ソフトウエア                      906千円 

        電話加入権             446千円 

    長期前払費用          9,317千円 

    その他（リース資産減損勘定）  27,743千円 

    計               84,301千円 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定       1,445,432千円 
現金及び現金同等物      1,445,432千円 

※２ 財務活動によるキャッシュ・フローのその他の支

出は、資産の売却に伴う収入及び割賦による買戻に

伴う支出であります。なお、その他の支出には資産

の割賦による購入の支出も含んでおります。 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定         444,578千円 
現金及び現金同等物        444,578千円 

※２ 財務活動によるキャッシュ・フローのその他の支

出は、資産の売却に伴う収入及び割賦による買戻に

伴う支出であります。なお、その他の支出には資産

の割賦による購入の支出も含んでおります。 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残

高相当額 

 取得価額 
相 当 額 
 

（千円） 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

期末残高 
相 当 額 
 

（千円） 

器具及び備

品 
349,367 121,456 227,911 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年内                          63,664千円 

   １年超                     211,494千円 

        合 計                275,158千円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

    支払リース料               144,464千円 

       減価償却費相当額             126,133千円 

    支払利息相当額              12,837千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする級数法

によっております。 

  利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残

高相当額 

 取得価額 
相 当 額 
 

（千円） 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 
（千円） 

減損損失 
累計額相 
当額 
（千円） 

期末残高 
相 当 額 
 

（千円） 

器具及び備

品 
283,185 174,831 27,743 80,610 

② 未経過リース料期末残高相当額 

   １年内                          53,463千円 

   １年超                     120,578千円 

        合 計                174,041千円 

  リース資産減損勘定の残高         27,743千円 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

    支払リース料                71,196千円 

       減価償却費相当額              91,263千円 

    支払利息相当額              10,425千円 

    減損損失               27,743千円 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする級数法

によっております。 

  利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 



 

 - 18 - 

（有価証券関係） 

 

前事業年度     （平成１７年３月３１日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  該当はありません。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

 取 得 原 価 
貸 借 対 照 表 

計    上    額 
差   額 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

163,962 

 －  

－  

434,275 

－  

 －  

270,312 

－  

－  

合計 163,962 434,275 270,312 

 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）          （単位：千円） 

 
貸 借 対 照 表 

計    上    額 
摘   要 

(1)満期保有目的の債券 

 

 

(2)その他有価証券 

 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

－ 

 

 

 

 

50,200 

 

 

 

 

 

 

 

 

当事業年度     （平成１８年３月３１日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：千円） 

 取 得 原 価 
貸 借 対 照 表 

計    上    額 
差   額 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

91,368 

 －  

－  

353,433 

－  

 －  

262,064 

－  

－  

合計 91,368 353,433 262,064 

 

３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）          （単位：千円） 

 
貸 借 対 照 表 

計    上    額 
摘   要 

(1)満期保有目的の債券 

 

 

(2)その他有価証券 

 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

－  

 

 

 

 

50,200 
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（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年４月1日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月1日 
至 平成18年３月31日） 

(1) 取引の内容 
   当社の利用しているデリバティブ取引は、金利ス
ワップ取引及び金利キャップ取引であります。 

(2) 取引に対する取組方針 
   当社のデリバティブ取引は、金利の変動によるリ
スクのヘッジを目的としており、投機的な取引は行
わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 
   株式関連におけるデリバティブ取引については、
株式保有額（上場銘柄）を限度とし、その株式現物
取引のリスクヘッジを目的で利用しております。 

   また、金利関連では、借入金利等の将来の金利市
場における利率上昇による変動リスクを回避する目
的で利用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 
   金利スワップ取引及び金利キャップ取引について

は、すべて金利スワップの特例処理の要件を満た
しているため、当該特例処理を適用しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段･･････金利スワップ取引及び金利キャ

ップ取引 
   ヘッジ対象･･････借入金利 
 ③ ヘッジ方針 
   内部規程に基づき、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目
的で利用しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 
   すべて特例処理によっている為、有効性評価を省

略しております。 
(4) 取引に係るリスクの内容 
   金利スワップ取引及び金利キャップ取引について

は、借入金の金利変動リスクを効果的に相殺するも
ので、取引に関するリスクはないと判断しておりま
す。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 
   デリバティブ取引については、取締役会で決議し

ており、社内規程に基づき経理ｸﾞﾙｰﾌﾟにおいて管理
しております。 

(6) 取引に時価等に関する事項についての補足説明 
   取引の時価等に関する事項についての契約額等

は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な
契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額
自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示す
ものではありません。 

(1) 取引の内容 
   当社の利用しているデリバティブ取引は、金利ス
ワップ取引であります。  

(2) 取引に対する取組方針 
     同左 
 
 
(3) 取引の利用目的 
     同左 
 
 
 
 
 
 ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、金利スワップの特
例処理の要件を満たしているため、当該特例処理
を適用しております。      

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段･･････金利スワップ取引 
 
   ヘッジ対象･･････借入金利 
 ③ ヘッジ方針 
     同左 
 
 
 ④ ヘッジ有効性評価の方法 
     同左 
 
(4) 取引に係るリスクの内容 
     同左 
 
 
 
(5) 取引に係るリスク管理体制 
     同左 
 
 
(6) 取引に時価等に関する事項についての補足説明 
     同左 

 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成17年３月31日） 

当社が行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いて

おります。 

 

当事業年度（平成18年３月31日） 

当社が行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いて

おります。 
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（関連当事者との取引） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 

該当事項はありません。 

 

 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

  繰延税金資産 
賞与引当金損金算入限度超過額     3,248千円 
未払事業所税否認          5,900千円 
役員退職金引当金否認       68,678千円 
未払費用             82,200千円 
繰越欠損金          1,763,732千円 
その他                        1,373千円 

    小 計             1,925,133千円 
   評価性引当金        △1,925,133千円 
  繰延税金資産合計            ― 千円 
  繰延税金負債 
   その他有価証券評価差額金    109,746千円 
  繰延税金負債合計         109,746千円 
  繰延税金負債の純額          109,746千円 
 
 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別内訳 

  法定実効税率              40.6％ 
  （調整） 
   交際費等永久に損金に         △0.0％ 
   算入されない項目 
   受取配当金等永久に益金に         0.0％ 
   算入されない項目 
   住民税均等割等            △0.3％ 
   評価性引当金の増減          △40.6％ 
   その他                     ―  
      税効果会計適用後の法人税等の負担率   △0.3％ 
 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

  繰延税金資産 
賞与引当金損金算入限度超過額       406千円 
未払事業所税否認          3,933千円 
減損損失累計額          34,226千円 
未払費用             40,580千円 
繰越欠損金          1,957,336千円 
その他                        2,755千円 

    小 計             2,039,238千円 
   評価性引当金         △2,039,238千円 
  繰延税金資産合計            ― 千円 
  繰延税金負債 
   その他有価証券評価差額金      106,398千円 
      その他              9,832千円 
  繰延税金負債合計         116,230千円 
  繰延税金負債の純額          116,230千円 
 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別内訳 

  法定実効税率              40.6％ 
  （調整） 
   交際費等永久に損金に          △0.0％ 
   算入されない項目 
   受取配当金等永久に益金に         0.4％ 
   算入されない項目 
   住民税均等割等            △2.4％ 
   評価性引当金の増減           △44.6％ 
   その他                    △0.3%  
      税効果会計適用後の法人税等の負担率   △6.3％ 
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（退職給付関係） 

前事業年度 

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、昭和63年４月１日より、従業員退職金制

度の全てについて適確退職年金制度を採用してお

ります。 

 

２ 退職給付債務及びその内訳 

(1) 退職給付債務               △34,826千円 

(2) 年金資産              37,580千円 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)     2,754千円 

 (4) 未認識年金資産             △2,754千円 

     (5) 貸借対照表計上額純額          ―  千円 

    (3)＋(4) 

     (6) 前払年金費用                  ―  千円 

     (7) 退職給付引当金(5)－(6)        ― 千円 

 (注)退職給付債務の計算は、簡便法によっております。 

 

３ 退職給付費用の内訳 

   退職給付費用            9,553千円 

   (1) 勤務費用             9,553千円 

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、昭和63年４月１日より、従業員退職金制

度の全てについて適確退職年金制度を採用してお

ります。 

 

２ 退職給付債務及びその内訳 

(1) 退職給付債務               △25,858千円 

(2) 年金資産              32,284 千円 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)     6,425 千円 

 (4) 未認識年金資産               ―  千円 

     (5) 貸借対照表計上額純額         6,425 千円 

    (3)＋(4) 

     (6) 前払年金費用                6,425 千円 

     (7) 退職給付引当金(5)－(6)        ― 千円 

 (注)退職給付債務の計算は、簡便法によっております。 

 

３ 退職給付費用の内訳 

   退職給付費用           △1,236千円 

   (1) 勤務費用             △1,236千円 

 

 

 

（持分法投資損益） 

該当事項はありません。 
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５． 生産、受注及び販売の状況 

 

（１）生産状況 

   該当事項はありません。 

 

（２）受注状況 

   該当事項はありません。 

 

（３）販売の状況 

期   別 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

品 種 別 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 

 

ハードオフ事業 

オフハウス事業 

その他事業（家電事業含む） 

 

704,630 

741,820 

6,615,550 

％ 

8.7 

9.2 

82.1 

733,498 

844,191 

464,228 

％ 

35.9 

41.4 

22.7 

合    計 8,062,001 100.0 2,041,918 100.0 

 （注）千円未満は、切り捨てて表示しております。 
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６. １株当たり情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額                  171円46銭 
 
１株当たり純損失            270円72銭 
 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。 
 

１株当たり純資産額                  146円15銭 
 
１株当たり純損失             24円86銭 
 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。 
 

 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 

(自 平成16年4月 1日 

至 平成17年3月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日) 

当期純利益（△純損失）（千円） △2,844,868 △272,029 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益（△純損失）（千円） △2,844,868 △272,029 

期中平均株式数（千株） 10,508 10,942 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要 

新株予約権１種類 新株予約権１種類 

 
 

 
７．役員の異動 
（１）代表者の異動 
    該当する事項はありません。 
 

（２）その他役員の異動（平成18年６月29日付予定） 

    新任予定社外取締役候補 
     社外取締役   清 水 とも子 
 
        補欠監査役候補 
     補欠監査役   木 村 文 夫  （社会保険労務士） 


